
社会福祉法の改正に伴う計画記載事項の追加について 

 

 令和 8 年度の社会福祉法改正により、市町村地域福祉計画への記載を要する事項として、

消費者行政や防災との連携が加わりました。（令和 9 年 4 月から施行。） 

 

（厚生労働省・こども家庭庁「社会福祉法等の一部を改正する法律の概要について」から抜粋） 

 

社会福祉法 第 107 条 第 1 項 

 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下

「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

 一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して

取り組むべき事項 

 二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

 三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

 四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

 五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

追加 

 六 地域における保健医療、労働、教育、住まい、地域再生及び防災に関する施策、消費者の

利益の擁護及び増進に関する施策その他の関連施策との連携に関する事項 

第 1回推進委員会 

令和 8年 7 月 27 日（月） 

 

 

 

 

資料５ 


